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自然外力の増大は避けがたいとして風水害に対する適応策を急

ぐべき 

 最近の災害を見ていると以前と比べて自然外力が大きくなっ

ているように感じられる。昨年、もともと降雨量の少ない北海道

でも時間雨量 100mm を越える大雨が降ったし、伊豆大島では 3

時間に 300mm を超える豪雨によって尾根を越えて土石流が流

れるなど、少なくともここ数十年は経験していなかったような自

然外力の発生が頻発している。これは、短時間の豪雨にとどまら

ない。2009 年に台湾を襲った台風モーラコットによる総雨量は

3,000mm であり、いずれ日本でも同様の大雨が降るのではない

かと危惧していたところ、わずか 2 年後の 2011 年に紀伊半島の

一部で総雨量 2,000mm の豪雨を記録した。実際、我が国でも日

雨量 200mmや 400mmを越える豪雨の発生頻度が統計的に有意

に増加していることは既報告 1）のとおりである。一昨年末にニ

ューヨークを襲ったハリケーン・サンディや昨年の台風 30 号に

よるフィリッピンの災害など、高潮による大災害も世界各地で頻

発している。 

 個々の巨大自然外力の発生を地球温暖化によるものとするこ

とは出来ないが、昨年秋に報告された IPCC の WGⅠのレポート

で示された climate sensitivity は小さすぎる、との指摘 2）も今

年に入って提示されており、地球温暖化による影響を覚悟して風

水害に対する適応策を急いだ方が良いように思える。 

適応策は社会全体で取り組むべきもの 

 地球温暖化の影響は様々な面に現れるから社会全体が“適応”

していかねばならないことは言うまでも無いが、風水害に対する

適応策に限っても同様のことが言える。東日本大震災の重要な教

訓の一つは防災施設の能力を超える自然外力をも想定しておく

必要があるということであり、その場合には、避難行動により人

命を守り早期の復旧・復興によって暮らしや経済活動を迅速に立

て直すこと等が求められる。このことは津波に限らずすべての自

然災害に共通することであろう。 

紛争を避け、相互に助け合えるような状況を創り出すことが基本 

 気温等の変化が紛争の発生と関係しているとの分析結果 3）が

ある。これが日本にもそのまま当てはまるかどうかには疑問が残

るが、今までとは異なる環境に入るということは価値観や経済基

盤の異なる人や産業間で利害が対立するであろうことは想像に

難くない。適応策実施に付随して紛争が発生するようでは本末転

倒であろう。何のための適応策なのかが問われる。 

 価値観や経済基盤は決して合理的なものとは言えず諸条件に

よっても変化するものであるから、現時点の限られた情報量に基

づいて合理的に決定された適応策は利害対立を招く可能性が高

い。トップダウンの“合理的な”適応策はそのままでは通用しな

いのではないかと思われるのである。 

各地域で適応策を社会に導入する継続的な取り組みを 

 適応策を社会全体に浸透させることは一朝一夕にはできない。 

中央での検討に併行して各地域で取り組みを進めることが重

要ではないか。自然外力がどのように変化してきており今後の見

通しはどうなのか、その自然外力によって、あるいは外力の規模

が変化した場合には、どのような事態が生じるのか、どのタイミ

ングでどこに避難すれば良いのか、早期の復旧・復興に向けてあ

らかじめ何を準備しておいたら良いのか、防災インフラや行政に

期待するものは何なのか、など、社会との間で情報のやり取りを

繰り返しながら時間をかけて価値観の相違点や諸課題を探り、一

定の方向性を見いだし、経済基盤の変化を踏まえつつ、適応策を

順次講じていくといった取り組みが必要なのではないか。 

 もとより簡単なことではないが、すでに成功事例も報告 4）さ

れている。 

土木工学に求められること 

 現在、日本学術会議では大学での教育のあり方について分野ご

とに審議が進められている。昨年 7 月に開催された土木工学・建

築学分野に関するシンポジウム 5）で指摘されたように、社会的

な課題に応えることが土木工学本来のあり方であるとすると、社

会状況の変化（ここでは地球温暖化）にどう適応していくかとい

う課題に対応して土木工学の内容や構成が変化していくことは

当然である。 

 もちろん、構造力学や土質、水理など基本的な工学の重要性が

減ずる訳ではなく、むしろ、インフラ老朽化対策など、新たな課

題が山のように出てきているのが実情であろう。 

 重要なことは、こうした基礎の上に立ちつつも社会科学の分野

等にも足を踏み入れた上で、各分野を繋ぎ、全体を総合するよう

な体系を創り出すということではなかろうか。 

 深い専門性を有する人材と全体を俯瞰し総合する能力を持っ

た人材、そのいずれもが強く求められているように思えるのであ

る。 
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